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プレスリリース

平成 19 年 5 月 31 日 

 
 

平成 19 年度「公益信託 農林中金８０周年森林再生基金」の募集について 

．概要 

 

(1) 当金庫は，企業の社会貢献ならびに社会的責任に対する関心の高まり等を勘案して，   

創立 80 周年を迎えたのを機に，「公益信託 農林中金 80 周年森林再生基金」を平成 17

年に設定し，森林保護（保全）を通じた社会貢献事業に取り組んでいます。 

 
(2) 本取組みは，国内の森林の荒廃が進み，地球温暖化防止をはじめとした多面的機能を

発揮できない状況を踏まえ，特定公益信託（信託財産 10 億円，期間 10 年程度，1 年当

たり 1 億円程度を助成）を活用して国内の荒廃した民有林を再生する事業・活動に対し

て助成を行う事業です。 

 

(3) 昨年までに実施された第1～2回助成対象事業の募集では全国から126件の応募があり，

第 1次の書面審査，第 2次の現地審査を経て最終的に第 1回（17 年度）4 森林組合（助

成金額合計：72,641 千円）、第 2 回（18 年度）5 森林組合が選定されました（助成金額

合計：128,073 千円） 

 
第 2回（18 年度）助成対象事業の概要 

助成対象先 事業内容 

金山町
かなやままち

森林組合 

（山形県） 

・ 共有地所有者と長期施業契約を結び，針葉樹・広葉樹とも森林の

現況と採算性に応じた長伐期施業計画を策定。地域住民における

森林の公益的機能の理解の契機となることをめざす。 

東白川村
ひがししらかわむら

森林組合

（岐阜県） 

・ 東濃桧産地としての長い伝統をもつ林業地帯ながら，間伐の遅れ

が進行。生産林と保護林の区分(ゾーニング)，高密度路網の整備，

所有者の意識改革に重点をおいて取り組む。 

真庭
まに わ

森林組合 

（岡山県） 

・ 長期間手つかずの人工林と広葉樹林を，高密度路網と高性能機

械の導入で生産性を高め，今後の経営モデルとなることをめざす。 

美馬
み ま

森林組合 

（徳島県） 

・ 急峻かつ岩石質な地形に適した２m幅作業道で，小型高性能林業

機械を活用する作業システムにより搬出間伐を推進する。 

南那珂
みなみなか

森林組合 

（宮崎県） 

・ GPS，GIS を活用した森林境界測量や資源調査による管内森林デ

ータベース化を推進し，短伐期・再造林で採算のとれるビジネスモデ

ルの実現をめざす。 

 ＊第 2 回助成先の詳細は別紙 1 のとおりです（第１回助成先については、当金庫の 2006

年版ディスクロー誌をご参照ください。なお、第 1 回助成先は、秋田雄勝
おが ち

森林組合  
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（秋田県）、加子母
か し も

森林組合（岐阜県）、三次
みよ し

地方森林組合（広島県）、新居
に い

森林組合   

（愛媛県）の 4森林組合です。当基金のスキーム図については別紙 2のとおりです。 

 
(4) また，当金庫は「フォローアップ事業」として，助成先の事業実施に際し森林生態学

や森林施業等の専門家を派遣し事業完成に向けたサポートを合せて実施しています。 

 
(5) 今般，当該基金の運営委員会の助言に基づきまして，平成 19 年度版の募集要項が以下

のとおり決定し，助成対象事業の募集を開始することとなりましたのでお知らせいたし

ます。 

 
 

２．募集要項の概要（詳細は募集要項のとおり） 

 

(1) 助成対象事業 
国内の荒廃した民有林の公益性を発揮させることを目指した活動であって，創造性が

高いと認められる以下の事業に対する助成金の支給。 
 
ａ 複数の森林所有者との長期安定的な契約に基づく，ひとまとまりとなった荒廃林の

再生事業（長伐期施業・複層林施業等の公益的な施業を条件とする） 
ｂ 上記に附帯する林地境界確定，林地調査，不在村者調査等 
ｃ その他目的を達成するために必要な事業 
  （注1）「複数の森林所有者」には，入会集団・財産区・生産森林組合等を含む。 

(注 2) 対象森林は 5ha 以上のひとまとまりとなった民有林とする。ひとまとまりとは，
対象森林同士が隣接していることを基本とするが，合理的にひとまとまりと判

断できればこれを認める。 
(注 3）「長期契約」とは，森林経営信託契約・長期経営委託契約・長期施業委託契約・長
期管理委託契約(期間５年以上)等とする。 

(注 4）附帯事業には林地境界確定，林地調査，不在地主調査等の事業を含む。 
  （注5）事業の中でもより公益性および創造性が高い事業を選定します。 
  （例）対象林の荒廃度合いが大きく，対象面積がより広い事業 

地元協同組合・ボランティア・行政等，地元住民参加型の事業 
ノウハウ・技術・生産性の向上等により，助成金終了後も事業の継続性が認めら
れる事業 
過去に例の少ない先進的事業（不在村者の森林経営信託等） 

（注6）対象事業の範囲は，森林整備（施業）と直接・密接に関連する取組迄とします。 
（例）間伐した立木を共販所（原木市場）又は製材工場まで運び込んだ段階迄。 

 
(2) 助成対象者                           
以下の全ての条件に該当する者を対象とします。 
 
ａ 営利を目的としない団体で法人格を有するもの。ただし地方公共団体を除く。 
ｂ 過去の活動歴等からみて本活動を運営するのに十分な能力，知見を有する団体。 
ｃ 対象事業の実施状況および予算・決算などの財政状況について，当基金の求めに応じ
て適正な報告のできる団体。 
（例）森林組合・農協・漁協等協同組合，特定非営利法人，社団・財団等 
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(3) 助成金額 
ａ 平成19年度募集分の助成金総額は100百万円を予定します。 
ｂ 1件あたりの助成金の限度額は30百万円とします。 
（注7）助成金額は，対象事業の所要資金から，①申請者，森林所有者に対する公的な補助
金，②対象森林の原木等の販売収入額を除いた部分で，③上限30百万円として助
成を行います。 

 
(4) 助成期間 
ａ 支援の対象となる事業の実施期間は，原則として平成20年4月1日以降に開始し，平成21
年3月31日以前に終了するものとします（1年間）。 
ｂ  複数年度にわたる事業の場合は，複数年にわたる事業計画を提出してください。ただし，
助成については単年度毎に審査をおこないますので、必ずしも全事業年度の助成を約束す
るものではありません。 

 
(5) 募集期間 
平成 19年 6月 1日（金）から平成 19年 7月 20日（金）（当日消印有効） 

 
(6) 募集方法 
ａ 「助成金交付申請書」にご記入のうえ，基金の事務受任先である全国森林組合連合

会あてに申請してください。 
  ｂ 「募集要項」，「助成金交付申請書」は，全国森林組合連合会ホームページおよび当

金庫ホームページをご覧ください。 
 
  （注8）募集方法等にかかるお問い合わせ先は以下のとおりです。 

全国森林組合連合会 組織部  ＴＥＬ03-3294-9717 
〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12コープビル 8Ｆ 

(http://www.zenmori.org/) 
農中信託銀行㈱   営業部  ＴＥＬ03-5281-1340 
〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12コープビル 1Ｆ 
 (http://www.nochutb.co.jp/) 
農林中央金庫    農林部  ＴＥＬ03-3243-7222 
〒101-8120 東京都千代田区大手町 1-8-3 ＪＡビル 3Ｆ 

(http://www.nochubank.or.jp/） 
 

 
３．平成 19 年度の本事業スケジュール（予定） 

平成 19年 6月 1日  募集開始 
平成 19年 7月 20日 募集終了 
平成 19年 10月頃  一次審査（助成先候補選定） 
平成 20年 2月頃   二次審査（助成先決定）              

以 上 
 

 【本件に関するお問い合わせ先】 

 農林中央金庫 広報部 岩渕，真島 

        ℡ 03-5222-2019 
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別紙１ 

第２回（18年度）助成決定案件の内容 

助成対象先 事業の概要と評価のポイント 

事業名 

「桝沢水源の森 再生整備事業－循環型社会の自律した森づくり－」 

 

金山町
かなやままち

森林組合 

(山形県)  

 

対象地面積 160ha 

事業地は、スギ人工林および旧薪炭林で所有者延ベ 140名余の共有地。現
在は共有者協議会および個人が散逸的に管理しているため、高齢化や不在村

化で毀損が懸念されているが、長期施業受託契約により共有林のまま経営管

理を一元的におこない、総合的な森林マネージメントのモデルとしたいとし

ている。 
経済林・環境林に機能区分し、目的別に路網整備も行うなど施業の重点

化・集約化を図り採算性の向上を図ろうとしていること、周辺市町村の

1,500ha 余りの農耕地を潤すシンボリックなダム周辺の水源林を整備する
ことで、地域住民に森林の公益的機能を理解してもらう契機としたいとして

いることなどが評価された。 
 
 
事業名 

「急傾斜地森林経営環境整備事業」 

 

東白川村
ひがししらかわむら

森林組合

（岐阜県） 
 

対象地面積 197ha 

 

事業地は、東濃桧の産地として古くから伝統をもつ林業地帯であるが、事

業地は急峻で路網整備が進んでいない等から間伐の遅れが進行する育成途

上の森林。 

経済林と環境林に機能区分し森林管理を実施すること、既存の小型林内作

業車用の２ｍ作業路を３ｍに拡幅することで高性能林業機械が使用できる

範囲を極力広げ生産性を高める試みを実施すること、高密路網と強度間伐に

より将来に向けた基礎作りを行いモデル林とすることで、森林所有者の意識

改革を図りたいとしていることなどが評価された。 

 

 

事業名 

「低コスト施業とバイオマス活用で進める低質林改良モデル事業」 

 

真庭
ま に わ

森林組合 

(岡山県) 
 

対象地面積 312ha 

事業地は、ダム湖の半島部分で連絡・進入路もなく、30 年前のダム建設

に伴い集落が滅失し、長期間手つかずの人工林および低質広葉樹林。 

当組合は昨年 10 月の台風被害により森林所有者の経営意欲が後退する

中、有識者等から成る「真庭の森づくり委員会」を立上げ、森林所有者 600

名へのアンケート結果を踏まえ今後の森づくりの指針を作成。高密路網と高

性能機械導入による列状間伐により生産性向上を図り、低コスト施業を実証

し波及効果を期すこととしている。また、真庭市が国の「バイオマスタウン」

の指定を受けており、低コスト施業により林地残材等森林バイオマスの有効

活用に取組みたいとすることなどが評価された。 
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事業名 

「『調和の森』造成事業」 

 

美馬
み ま

森林組合 

(徳島県) 
 

対象地面積 422ha 

事業地は、急峻な地形と岩石質な土壌という条件不利地域の人工林および

皆伐後に放棄されている雑山。架線集材に代わり、環境に溶け込みやすく崩

落しにくい２ｍ幅の作業路を開設し、小型高性能林業機械を活用する作業シ

ステムを導入し、森林所有者に利益を還元できる林業経営モデルを確立した

いとしていることなどが評価された。 

＊ 当組合は、「美馬南部森林組合」として助成申請を受け、助成決定

となりましたが、平成 19 年 4 月 1 日付の合併により、「美馬森林組

合」となっております。 

 

 

事業名 

「再生! 飫肥林業(森林ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築による高付加価値材の生産と

森林管理)」 

 

南那珂
みなみなか

森林組合 

（宮崎県） 

 

対象地面積 385ha 
事業地のある南九州では、再造林コストが賄えず放棄される皆伐後放棄地

の広がりが懸念されている。 

GPS、GIS を活用した森林境界測量や資源調査による管内森林データベー

スを構築する。データを活用し適地適木の機能区分を実施し、現行の短伐

期施業に加え長伐期施業への誘導にも取組むとともに、より有利な販売

先の開拓・確保、安定取引の拡大、作業班の計画的な活用、伐採を行い、

採算のとれる林業経営(皆伐再造林)モデルに挑戦することなどが評価さ
れた。 

 

 

 



別紙 2 

農林中金 80周年森林再生基金 スキーム図 

農林中央金庫 
 (委託者・出捐者) 

⑧長期安定

契約 
③公益信託設定 

森林所有者 

森林所有者 
助成先 ①申請 ②許可 ⑥応募 

農中信託銀行 
森林所有者 

(受託者) 主務省 
助成先 

農林水産省 公益目的執行・日常的運営・財産管理 森林所有者 
④監督 (事務委任先)全国森林組合連合会 

助成先 森林所有者 
⑨助成金 

⑦助成組合推薦 
事業助言・勧告 

⑤信託法上の

権限行使，承認 
森林所有者 

・ 森林組合・農漁協

等協同組合 
運営委員会※2 ・ NPO法人 信託管理人※1 

・ 社団・財団  等 
※1 不特定多数の受益者

の代表として，受託銀行

の職務執行を監督し，重

要事項を承認する。 

※2 公益目的遂行のため助成先

の推薦や公益信託の事業遂行に

ついて助言・勧告を行う。学識

経験者数名で構成。 



 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成１９年度 
 
公益信託 農林中金８０周年森林再生基金 募集要項 

 

 

１．趣旨 

森林は、農林水産業の持続的な発展に資することに加え、近時、地球温暖化防止、水

源涵養、自然災害防止、保健文化機能等、その多面的機能を評価されています。しかし

一方で、戦後の拡大造林期に植林した人工林が成熟期を迎えつつあるなか、山村の高齢

化・不在村化が進み、施業意欲の低下から間伐等の手入れが放棄され、過密のまま痩せ

細り土壌が流出する、また伐採後の再植林が放棄される等、その多面的機能を果たしえ

ない状況となっています。本公益信託は、こうした国内の荒廃した民有林の再生により、

森林の公益性を発揮させることを目指した活動に対し助成していくことを目的として

います。 

 

 

２．助成対象事業 

国内の荒廃した民有林の公益性を発揮させることを目指した活動であって、創造

性が高いと認められる以下の事業に対する助成金の支給。 
(1)複数の森林所有者との長期安定的な契約に基く、ひとまとまりとなった荒廃林の
再生事業（長伐期施業・複層林施業等の公益的な施業を条件とする） 

(2)上記に附帯する林地境界確定、林地調査、不在村者調査等 
(3)その他目的を達成するために必要な事業 
 

・「複数の森林所有者」には、入会集団、財産区、生産森林組合等を含む。 

・対象森林は５ha 以上のひとまとまりとなった民有林とする。ひとまとまりとは、
対象森林同士が隣接していることを基本とするが、林道が通っており一体的に施

業が可能である等、合理的にひとまとまりと判断できればこれを認める。 

 

・「長期契約」とは、森林経営信託契約・長期経営委託契約・長期施業委託契約・長

期管理委託契約(期間５年以上)等とする。 
・附帯事業には林地境界確定、林地調査、不在地主調査等の事業を含む。 

 

※事業の中でもより公益性および創造性が高い事業を選定します。 

例 施業対象となる森林の整備が危急で、対象面積がより広い事業 

協同組合・地元住民・ボランティア・行政等と連携した活動 

ノウハウ・技術・生産性の向上等により、助成金終了後も事業の継続性、波及性が認めら

れる事業 

過去に例の少ない先進的事業（不在村者の森林経営信託等） 

 

※対象事業の範囲は、森林整備（施業）と直接・密接に関連する取組までとします。 

  1  



例 間伐した立木を共販所（原木市場）又は製材工場まで運び込んだ段階まで。 

 

 

３．助成対象者                                 

以下の全ての条件に該当する者を対象とします。 

(1)営利を目的としない団体で法人格を有するもの。ただし地方公共団体を除く。 

(2)過去の活動歴等からみて本活動を運営するのに十分な能力、知見を有する団体。 

(3)対象事業の実施状況および予算・決算などの財政状況について、当基金の求めに

応じて適正な報告のできる団体。 

例 森林組合・農協・漁協等協同組合、特定非営利活動法人、社団・財団等 

 

 

４.助成金額 

(1) 19年度募集分の助成金総額は１００百万円を予定します。 

(2)１件あたりの助成金の限度額は３０百万円とします。 

 

・助成金額は、対象事業の所要資金から、①申請者、森林所有者に対する公的な補助

金、②対象森林の原木等の販売収入額を除いた部分で、③上限３０百万円として助

成を行います。 

・支給方法は７を参照ください。 

 

 

５.助成期間 

(1)支援の対象となる事業の実施期間は、原則として平成20年4月1日以降に開始し、平

成21年3月31日以前に終了するものとします。（一年間） 

(2) 複数年度にわたる事業の場合は、複数年にわたる事業計画を提出してください。た

だし助成は初年度のみとなります。 

 

 

 

６.助成金の対象となる経費 

・事業活動に要する、常識的な範囲・金額にかかる各種経費を対象とします。 

・助成対象となった全ての経費につき明確な積算根拠の資料を提出いただきます。（物

品購入等については申請時に見積書等、事業完了後には領収書が必要です。人件費等

については積算根拠の数字について説明資料が必要です。） 

 

（ハード事業）伐出費、運搬費、作業道開設費、造林保育費 

 

（ソフト事業）境界確定等調査費、座談会・郵送代等推進費、研修会議費、森林データ整

備費 

 

例（ハード） 

・活動に直接携わる者の人件費 

・当該活動に必要な林業機械・車両の燃料費、償却費 

・林業機械や車両、パソコン等のリース、レンタル料 

・当該活動に必要なパソコン等のソフトウェア 

・当該活動に必要と認められる高価でない作業用具、資材、資料の購入費やリース・レンタ

ル料 

・現地での活動に係る電車、車等の交通費、レンタカー代 
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・当該活動に係る保険料 

 

（ソフト） 

・当該活動に係る外部の講師や専門家への謝金と実費交通費 

・当該活動に必要な会議等開催場所の借上料、会議資料作成費、機器レンタル料 

・当該活動に必要な事務用品購入費用、文書等郵送費 

・当該活動に必要な森林データベース作成費 

 

以下のものは対象になりません。 

（ハード） 

・林業機械や車両、パソコン等の高額なものや汎用性が高いものの購入費用 

・遠隔地への移動に係る交通費 

・団体の事務所等の購入費や維持費、家賃等 

（ソフト） 

・外部の研修会や講演会への参加費、出張費、宿泊費等 

・団体、個人との交流費、交際費、接待費等 

・団体、個人への会費、寄付金、謝礼、土産代 

・掲載料、放送料等のかかる広告・広報の費用等 

 

７．選考方法と助成金支給、報告提出義務 

(1)一次審査(平成19年10月頃) 

・主に事業内容の公益性・創造性・事業効果等および申請団体の事業運営能力を審査し

ます。 

 

(2)二次審査（平成20年２月頃） 

・一次審査を通過した団体について、事業計画数字の適正性を審査・検証します。必要

となる詳細な積算根拠資料等を提出いただきます。 

・原則として現地実査を行い、事業計画との整合性を検証します。 

・相場と乖離した不適正な事業数字の計上、著しい資料提出遅延等の不誠実な対応等が

見られた場合は、審査対象外とします。 

 

(3)概算払いの実施（平成20年4月以降） 

・本基金の助成は、原則として１年後の事業完了後、報告書等の提出、事業内容の精査

後に支給します。 

・ただし、希望される場合には、二次審査終了、助成決定後、助成決定額の半分まで概

算払いを実施します。 

・概算払いは１回のみです。その場合は「概算払い請求書」を提出ください。 

 

(4)事業の完了、助成金支給（平成21年5～6月頃） 

・１年後の事業完了後１ヶ月以内に、「事業完了報告書」や成果物等を提出していただ

きます。 

・事業完了報告等の精査後、内容が適正であれば、助成金を支給します。概算払い実施

済の場合は残額を支給します。 

・事業完了報告により必要額が決定額を下回る場合は、余剰分については助成を見送ら

せていただきます。報告内容に不適正な数字の計上がある場合や報告書の著しい提出

遅延等、不誠実な対応がある場合には、助成金を支給せず、また概算払い実施済みの

分は返金していただくことがあります。 

・原則として現地実査を行い、事業完了報告との整合性を検証します。 

・事業完了後も継続して報告を求めることがあります。 
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８. 募集期間と応募方法 

(1)平成19年度募集期間 平成19年６月１日（金）～平成19年７月20日（金）（当日消印

 有効） 

(2)所定の申請書に記入の上、正・副２部を郵送して下さい。 

 

 

９.その他 

(1)提出いただいた申請書および添付書類は返却いたしません。選考結果は申請者全員に

書面で通知いたします（一次審査結果平成19年10月頃、二次審査結果平成20年２月頃） 

(2)原則として、助成先の了承を得て事業内容を公開します。 

 

 

１０.問合せ及び申請書請求、送付先 

所定の助成金交付申請書を全国森林組合連合会宛請求し、ご記入のうえ、正・副２

部を本基金の事務受任者である全国森林組合連合会あてにご提出ください。なお、申

請書は全国森林組合連合会のホームページからダウンロードすることができます。ま

た、募集要項等は農中信託銀行、農林中央金庫のホームページでも参照いただけます

（全国森林組合連合会ホームページ：http://www.zenmori.org/）。 
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公益信託 農林中金８０周年森林再生基金 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12 コープビル 8Ｆ 

全国森林組合連合会   組織部  ＴＥＬ03-3294-9719 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12 コープビル 1Ｆ 

農中信託銀行㈱   営業部  ＴＥＬ03-5281-1340 

〒100-8120 東京都千代田区大手町 1-8-3 ＪＡビル 3Ｆ 
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農林中央金庫    農林部  ＴＥＬ03-3243-7222 

人情報の保護に関する法律について 

成17年4月1日から、個人情報の保護に関する法律（以下、個人情報保護法）が施

されました。本基金の申請資料（添付資料）には、林地所有者の名前や住所等の

人情報が入ることになります。申請者においては、個人情報保護法に基づいた適

な対応をお願いいたします。 

人情報を取得した場合、本基金の申請（主に二次審査）にあたっては、所定

資料のほかに上記個人情報保護法に対応した資料（利用目的明示の資料等）

添付をお願いいたします。同資料の添付がなく申請資料に個人情報が記載さ

てある場合には、当該申請資料は受領できませんので、ご注意ください。 

提出資料例 

（一次審査前、６～７月）；「助成金交付申請書」対象森林の内容のわかる地図・図面・

写真、直近の営業報告書・財務資料、その他関係資料 

二次審査前、11～12月）；積算根拠資料、所有者との長期契約（写）、個人情報保護法

対応資料、「確認書」、その他関係資料 

（事業完了後、4月頃）；「事業完了報告書」、事業報告書、確認資料（帳簿、契約書、

領収書等の写し、事業実施前後の写真、成果物にかかる資料） 
 

以  上 
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